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�愛媛県告示第３０９号
理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第１１条の４第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

平成３１年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習会の名称

管理理容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都江東区有明三丁目７番２６号 有明フロンティアビルＢ棟

９階

公益財団法人 理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

令和元年８月１２日、令和元年８月１９日、令和元年９月２日の３

日間

４ 講習場所

松山市持田町三丁目８番１５号

愛媛県総合社会福祉会館

５ 受講料

１６，０００円

�愛媛県告示第３１０号
美容師法（昭和３２年法律第１６３号）第１２条の３第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

平成３１年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習会の名称

管理美容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都江東区有明三丁目７番２６号 有明フロンティアビルＢ棟

９階

公益財団法人 理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

令和元年８月１２日、令和元年８月１９日、令和元年９月２日の３

日間

４ 講習場所

松山市持田町三丁目８番１５号

愛媛県総合社会福祉会館

５ 受講料

１６，０００円

�愛媛県告示第３１１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに四国中央市役所において告

示の日から４月間縦覧に供する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 理容師法による講習会の指定…………………………………………………………………………………………………………………………（薬務衛生課）…３１１

○ 美容師法による講習会の指定…………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３１１

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（２件）……………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…３１１

○ 地籍調査の成果の認証………………………………………………………………………………………………………………………………………（農政課）…３１３

○ 知事管理量に係るくろまぐろの採捕の数量の超過………………………………………………………………………………………………………（水産課）…３１３

○ 急傾斜地崩壊危険区域の指定………………………………………………………………………………………………………………………………（砂防課）…３１３

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可申請の概要……………………………………………………（東予地方局環境保全課）…３１３

○ 土地改良区役員の就退任の届出……………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…３１４

○ 道路の供用開始（県道興居島循環線）………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…３１５

○ 道路の供用開始（県道松山東部環状線）……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３１５

労働委員会告示

○ あっせん員候補者の公示………………………………………………………………………………………………………………………（労働委員会事務局）…３１５

正 誤

○ 平成３１年４月１日付け第３０６４号外３愛媛県規則第２６号（愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部を改正する規則）中………………………（税務課）…３１６

○ 平成３１年４月１日付け第３０６４号外３愛媛県規則第２７号（愛媛県住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅登録簿閲覧規則の一部を改正する規則）中

……………………………………………………………………………………………………………………………………………………………（建築住宅課）…３１６

毎週（火・金）曜日発行 第３０６８号 平成３１年４月１２日

平成３１年４月１２日金曜日 第３０６８号

愛 媛 県 報
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平成３１年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ホームセンタータイム伊
予三島店

四国中央市下柏町６８
６－１ 外 大規模小売店舗を設置する者

株式会社リックコー
ポレーション
代表取締役
菅原 啓晃

株式会社リックコー
ポレーション
代表取締役
吉原 重治

平成２９年
３月１日

平成３１年
４月１日

株式会社リックコー
ポレーション
代表取締役
吉原 重治

株式会社タイム
代表取締役
吉原 重治

平成３１年
３月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社リックコー
ポレーション
代表取締役
菅原 啓晃

株式会社リックコー
ポレーション
代表取締役
吉原 重治

平成２９年
３月１日

株式会社リックコー
ポレーション
代表取締役
吉原 重治

株式会社タイム
代表取締役
吉原 重治

平成３１年
３月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに四国中央市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第３１２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成３１年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

太陽市 松山市湊町八丁目１２
０番地１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

えひめ中央農業協同
組合
代表理事
福島 龍雄

えひめ中央農業協同
組合
代表理事
宮内 公一郎

平成３１年
２月２８日

平成３１年
４月３日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

えひめ中央農業協同
組合
代表理事
福島 龍雄

えひめ中央農業協同
組合
代表理事
宮内 公一郎

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

愛 媛 県 報平成３１年４月１２日 第３０６８号

３１２
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�愛媛県告示第３１３号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成３１年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

新居浜市 庄内町二丁目、
庄内町三丁目

平成２８年度から
平成２９年度まで

新居浜市庄内町二
丁目、庄内町三丁
目の地籍図及び地
籍簿

新居浜市 瓜生野の一部、
草原

平成２１年度から
平成２２年度まで

新居浜市瓜生野の
一部、草原の地籍
図及び地籍簿

四国中央市 川滝町下山・領
家２

平成２８年度から
平成２９年度まで

四国中央市（川滝
町下山・領家２）
の地籍図及び地籍
簿

松山市 馬木地区の一部 平成２８年度から
平成３０年度まで

松山市（馬木地区
の一部）の地籍図
及び地籍簿

四国中央市 土居町上野７ 平成２７年度から
平成２８年度まで

四国中央市（土居
町上野７）の地籍
図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成３１年４月１２日

�������
�愛媛県告示第３１４号
愛媛県知事管理量に係るくろまぐろの採捕の停止に関する規則

（平成３０年愛媛県規則第５２号）第２条第２号に規定する漁船漁業等

に係る３０キログラム未満のくろまぐろの採捕の数量が、当該くろま

ぐろの管理期間（平成３１年４月１日から６月３０日まで）の知事管理

量を超えるおそれが著しく大きいので、同条の規定に基づき告示し、

同規則第３条の知事が定める日を当該管理期間の末日とする。

平成３１年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３１５号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局土木事務所及び町

役場において縦覧に供する。

平成３１年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

永�（追加）
急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成２１年９月愛媛県告示第１１２１号）

永�の項で指定した標柱１４号、標柱１３号及び標柱１２号を順次結んだ
線、標柱１２号と次に掲げる地番の土地に存する標柱１５号から標柱２７

号までを順次結んだ線及び標柱２７号と標柱１４号を結んだ線に囲まれ

た区域

�������
�愛媛県告示第３１６号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成３１年４月１２日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区新川二丁目２７番１号

代表取締役社長 十倉 雅和

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場新居浜地区

新居浜市惣開町５番１号

３ 特定施設に関する事項

除害排ガス吸収塔 Ｔ－９０４

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

市 町 地 番 標 柱

上浮穴郡�万高原町 二名 乙４６６番１ １５号

甲１３８番３ １６号

甲１３８番１ １７号

乙４５８番２ １８号

乙４５８番１ １９号

乙４５７番 ２０号

乙４５６番 ２１号

甲９２番２ ２２号

甲８５番 ２３号

甲８４番２ ２４号

甲１３０番 ２５号

甲１２５番２ ２６号、２７号

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第３７号タ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり８，６００立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手１カ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

愛 媛 県 報平成３１年４月１２日 第３０６８号

３１３



４ 汚水等の処理施設に関する事項

ＮＢＴ新居浜総合排水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 西総合排水口

� 東総合排水口

�������
�愛媛県告示第３１７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松山市祝谷土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

設 置 年 月 日 昭和４７年５月１２日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 散気式活性汚泥処理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１２７メートル 横８５メートル
高さ６．７メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２４，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、凝集沈殿、散気式活性汚泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～４．０

最大 ２．０～４．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５２６．２

最大 １，２４２．１

通常 １０９．０

最大 １８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４９９．９

最大 ８６２．１

通常 ２４．６

最大 ６９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５５５．８

最大 ７１７．６

通常 ２２５．１

最大 ２４０．９

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５．６

最大 ３５．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．７

最大 ６９．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２２．６

最大 ４５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５６

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５２，９８６

最大 ３３５，４０５

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．３３

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１．０

最大 ６０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．０

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，１７４

最大 ３３，０００

備考 この他に、雨水排水口が３４箇所ある。

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０～１２

最大 ９～１３

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ６０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １４４

最大 ２４０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２６．２

最大 ６８．９

通常 ３．８

最大 １１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，４９４

最大 ２０，９５８

通常 １７，４９４

最大 ２０，９５８
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労働委員会告示

平成３１年４月１２日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

就 任

退 任

�愛媛県告示第３１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３１９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県労働委員会告示第１号
労働委員会規則（昭和２４年中央労働委員会規則第１号）第６８条第１項の規定により、あっせん員候補者を次のとおり公示する。

平成３１年４月１２日

愛媛県労働委員会

会 長 村 田 毅 之

愛媛県労働委員会あっせん員候補者名簿

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 長谷川 學 松山市祝谷四丁目８－１６

〃 栗 林 昭 三 松山市祝谷五丁目４－５

〃 辻 田 彰 松山市祝谷六丁目１１６３

〃 古茂田 修 松山市祝谷六丁目１２９６

〃 野 本 敬 介 松山市祝谷六丁目１２６０

〃 平 松 哲 夫 松山市道後多幸町５－１８

〃 古茂田 一 松山市祝谷二丁目７－３８

〃 松 本 清 俊 松山市祝谷五丁目４－７

〃 栗 林 範 臣 松山市祝谷五丁目９－１０

〃 野 本 桂 子 松山市祝谷五丁目７－４

〃 丸 山 直 樹 松山市祝谷六丁目１０３０

〃 松 田 一 郎 松山市祝谷六丁目１３２５

〃 白 石 徳 広 松山市祝谷四丁目３－１９

監 事 古茂田 宏 則 松山市祝谷一丁目７－４

〃 松 本 邦 男 松山市祝谷五丁目３－２６

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 長谷川 學 松山市祝谷四丁目８－１６

〃 栗 林 昭 三 松山市祝谷五丁目４－５

〃 辻 田 彰 松山市祝谷六丁目１１６３

〃 野 本 敬 介 松山市祝谷六丁目１２６０

〃 井手野 勝 照 松山市道後多幸町４－１３

〃 古茂田 和 典 松山市祝谷二丁目９－１６

〃 松 本 清 俊 松山市祝谷五丁目４－７

〃 野 本 義 之 松山市祝谷四丁目１０－２０

〃 野 本 桂 子 松山市祝谷五丁目７－４

〃 丸 山 直 樹 松山市祝谷六丁目１０３０

〃 野 本 幸 司 松山市祝谷六丁目１２００

〃 古茂田 修 松山市祝谷六丁目１２９６

〃 白 石 徳 広 松山市祝谷四丁目３－１９

監 事 古茂田 宏 則 松山市祝谷一丁目７－４

〃 松 本 邦 男 松山市祝谷五丁目３－２６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 興居島循環線
松山市門田町７０１番２から

同町丙１９３番６まで
平成３１年４月１２日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山東部環状線
松山市船ヶ谷町２１６番３から

同町２１９番２まで
平成３１年４月１２日
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正 誤

�正 誤

平成３１年４月１日付け第３０６４号外３愛媛県規則第２６号（愛媛県県

税賦課徴収条例施行規則の一部を改正する規則）中

�������
�正 誤

平成３１年４月１日付け第３０６４号外３愛媛県規則第２７号（愛媛県住

宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅登録簿閲覧規則の一部を改正する

規則）中

ページ 箇 所 誤 正

８ 附則第１項 この規則は、平成３１年
４月１日から施行する。

この規則は、公布の日
から施行する。

ページ 箇 所 誤 正

８ 附則 この規則は、平成３１年
４月１日から施行する。

この規則は、公布の日
から施行する。

氏 名 現 職 又 は 地 位 委員経歴 委嘱年月日

村 田 毅 之 愛媛県労働委員会会長
松山大学法学部教授

３５期
３９～４３期 平成２９年９月４日

大 熊 伸 定 愛媛県労働委員会会長代理
弁護士 ４２～４３期 〃

小 田 敬 美 愛媛県労働委員会委員
愛媛大学法文学部教授 ４２～４３期 〃

大 野 圭 介 愛媛県労働委員会委員
弁護士 ４２～４３期 〃

武 智 雅 子 愛媛県労働委員会委員
特定社会保険労務士 ４３期 〃

砂 田 篤 志 愛媛県労働委員会委員
愛媛県私鉄労働組合連合会副会長 ４０～４３期 〃

若 宮 強 愛媛県労働委員会委員
自治労愛媛県本部特別執行委員 ４０～４３期 〃

菊 池 順 子 愛媛県労働委員会委員
元連合愛媛女性委員会副委員長 ４２～４３期 〃

弓 立 浩 二 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛会長 ４２～４３期 〃

菅 勝 幸 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛副会長・ＵＡゼンセン愛媛県支部長 ４３期 平成３１年２月２２日

黒 田 周 子 愛媛県労働委員会委員
今治コミュニティ放送株式会社代表取締役社長 ３８～４３期 平成２９年９月４日

伊勢家 勝 正 愛媛県労働委員会委員
株式会社伊勢屋商店代表取締役社長 ４０～４３期 〃

大 西 宏 昭 愛媛県労働委員会委員
愛媛県経営者協会専務理事 ４２～４３期 〃

柴 田 智 恵 愛媛県労働委員会委員
有限会社大豊陸送代表取締役社長 ４３期 〃

松 下 博 彦 愛媛県労働委員会委員
住友金属鉱山株式会社別子事業所総務センター長 ４３期 〃

松 本 靖 愛媛県労働委員会事務局長 ― 平成３１年４月１日

金 繁 宏 規 愛媛県労働委員会事務局次長 ― 平成３０年４月１日

宮 田 信 泉 愛媛県労働委員会事務局審査調整課長 ― 平成３１年４月１日

平成３１年４月１２日 発行
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